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概要：本稿では，公共交通オープンデータの推進に関わる私たちの活動を中心に，日本国内における現在
までの実現状況や世界的な動向などを紹介する．オープンデータとは，公共機関や企業が所有するデータ

を商用を含めた二次利用しやすいフォーマット，ライセンス，提供方法で提供しようという考え方であり，

公共交通に関するデータは様々な活用が期待されているがその実現はなかなか進まなかった．私たちは，

国際的なデファクトスタンダードである GTFSフォーマットを用いた公共交通オープンデータの推進活動

を 2014年度から始め，現在までに，路線バスを中心にデータの整備や公開，関連する技術開発やコミュニ

ティ形成を支援してきた．また，国土交通省において関係者を集めた検討会の座長を務め，GTFSフォー

マットをベースとした「標準的なバス情報フォーマット」の策定をすすめた．現在では，交通事業者が率

先してデータ整備や公開を進める事例や，県が主導し県内の公共交通オープンデータを整備する事業が 4

県で始まるなど，公共交通オープンデータの実現に向けた事業が各地で各地で進められるようになってい

る．本稿では，こうした活動を紹介するとともに，このような社会的活動における研究者の役割について

議論する．
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1. はじめに

オープンデータとは，公共機関や企業が所有するデータ

を商用を含めた二次利用しやすいフォーマット，ライセン

ス，提供方法で提供しようという考え方であり，データを

活用したビジネスの活性化や政府組織の透明性確保など

を目的に世界的に盛んに進められている．様々なデータが

オープンデータの対象になるが，路線図や時刻表，車両の

リアルタイム位置情報などの公共交通に関わるデータは，

利用者の利便性向上や都市の交通状況の改善など様々な用

途が考えられるため，オープンデータに対する期待が高い．

本稿では，私たちが実践している日本における公共交通

オープンデータ推進を目指す活動について，その概要や将

来展望などを論じる．世界的に，公共交通事業者が自身が

所有するデータをオープンデータとして公開する動きが広

まり，それを活用した乗換案内アプリケーションなどを開

発するベンチャー企業も登場している中，日本では，同様
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の動きはほとんど存在しなかった．これは，乗換案内サー

ビスなどの分野で日本が先行しており，時刻表データの商

業的な流通の仕組みが確立しているためである．時刻表を

出版する出版社がデジタルデータも整備し，乗換案内サー

ビス事業者がそれを購入する仕組みがあるため，データを

無償で提供するオープンデータの考え方は受け入れられな

かった．しかし，この仕組みから外れている地方の路線バ

スやコミュニティバスを中心に，オープンデータの提供に

よって乗換案内での検索を実現させる動きが始まっている．

私たちは，2014年度に静岡県においてコミュニティバ

スのオープンデータ提供システムの開発と実証実験を行っ

た．その後，オープンデータを広めるために土木・交通系

の学会やシンポジウムなどでの発表，インターネットを通

じた情報発信，自身の主催によるシンポジウムの開催など

を行ってきた．このような活動を通して，交通事業者，自

治体や国土交通省，乗換案内サービス事業者などにオープ

ンデータの考え方を広めたほか，業務だけでなく，趣味や

アマチュアの立場から路線バスに関わるエンジニアなどを
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巻き込んだコミュニティを作ってきた．現在では地方の路

線バスを中心とした公共交通の推進は，国土交通省が関わ

り，一部の県では県が主導するプロジェクトとして実践が

始まっている．

本稿では，開発していた技術が，技術開発に留まらず交

通事業者，国交省や自治体，地域コミュニティなど社会を

巻き込んだムーブメントになりつつある現状と，その中で

研究者として果たした役割について報告する．私たちの発

表や情報発信が誰にどのように届き，どのような動きにつ

ながっていったか，見取り図を描きながら，小さな動きを

社会を広く巻き込む動きに繋げてゆく方法について議論

する．DICOMOでの発表の多くは応用領域や社会実装に

近く，提案から社会における受容や普及への距離も近い．

学会や論文発表を行うだけでなく，産学連携やオープン

ソース化などを通して，提案技術の企業化や普及を目指す

研究者も多いと思われる．一方で，いざ自らが推進してい

たアイディアが社会に受容され，狭義の研究者を越えた役

割を求められたときに，情報分野の研究者として何をする

べきか，するべきでないかは悩ましい．デジタルトランス

フォーメーション（DX）が様々な領域で進む中，情報系の

専門家が他分野において活躍する可能性は拡がっている．

本稿は，情報技術的なチャレンジはほぼ含まないが，情報

系研究者と広く共有，議論する価値があると信じ，発表す

るものである．

2. 海外における公共交通オープンデータ

公共交通オープンデータは，北米やヨーロッパが先行し

て進めてきた．

米国における公共交通オープンデータは，2005年にオ

レゴン州ポートランドの交通事業者 TriMet の担当者が

Google Mapsへの情報提供を呼び掛け，Googleの技術者と

の協業で行われたものがさきがけである [1]．この時に策定

されたデータ提供フォーマットが GTFS(General Transit

Feed Specification)であり，このあと，GTFSでデータを

提供する交通事業者が，ピッツバーグやワシントン市など

と続くことになる．GTFSは，問題解決に熱意を持つ当事

者が発案した，草の根から生まれたデータフォーマットと

して評価されており [2]，現在はリアルタイムの車両の位

置を配信する GTFS Realtime仕様も策定され，これを活

用するアプリケーションが数多く開発されている．このよ

うな経緯があり，公共交通事業者が自らのデータを自らの

Webサイトで GTFS形式でオープンデータとして公開す

る流れが一般的になっている．現在は更に多くの事業者が

オープンデータを用いた公共交通利用支援アプリを紹介す

るWebサイト”City-Go-Round”によると，1026交通事業

者の約 28.5%である 292事業者がオープンデータを提供し

ており [3]，現在ではこの数字は更に増えていると考えら

れる．

ヨーロッパでは，ロンドン交通局（Transport for London,

TfL）の事例がよく知られている．2010年に発表した”TfL

Digital Strategy 2010-13”[4]に基づき，時刻表や路線，乗

換案内情報など交通に関する様々な情報の公開を段階的に

進めている．2012年にはバス到着データを公開する [5]な

ど進化を重ね，現在は，公式サイト [6]に 29種類のデータ

が APIや CSVファイルなどの形で掲載されている．この

中には，駅やバス停の位置や時刻表，リアルタイムのバス

車両位置だけでなく，乗換経路案内サービスや，リアルタ

イムの道路通行止めデータや道路状況のライブカメラ画像

なども含まれる．また，地下鉄駅の乗降客数やオイスター

カードによる乗降データなどの一部などの統計データも提

供されている．現在は，フランス国鉄 (SNCF)やドイツ鉄

道 (DB)もオープンデータの公開に熱心に取り組んでおり，

コミュニティによるオープンな地図データを作成している

OpenStreetMapとの連携なども行われている．

交通データをオープンデータとしてGTFSフォーマット

で公開するメリットは途上国支援の観点からも認識されて

おり，発展途上国の交通システムをGTFSを整備すること

で行い，既に開発されている様々なソフトウェアを活用し

ながら低コストで利便性の高い交通システムを実現しよう

という活動が，世界銀行やコロンビア大学，MITなどの合

同プロジェクトとして，マニラ，ナイロビ，ダッカなどを

対象に行われている [7]．

3. 日本における公共交通オープンデータの
状況

日本において公共交通データを最も網羅的に取り扱って

いるのは，コンテンツプロバイダ（CP）とも呼ばれる，乗

換案内サービス事業者である．1990年代後半に JRの時刻

表データを交通新聞社（当時は弘済出版社）が仲介して販

売する体制が出来 [8]，これ以降乗換案内サービス事業者が

コストを負担する形でデータ整備が進むことになった．新

幹線や特急だけでなく在来線，JRだけでなく私鉄，鉄道

だけでなく飛行機や路線バス，高速バスと，その発展とと

もにデータ整備対象を広げてきた．特に鉄道データは，JR

も私鉄とも時刻表を手がける出版社が網羅的に扱うため，

安定した品質のデータが継続的に提供される体制が実現し

ている．

しかし，路線バスに関してはとりまとめ組織がなく，各

乗換案内サービス事業者が一社一社の路線バス事業者と個

別に契約してデータを得ることで乗換案内における路線バ

スへの対応を実現しているのが現状である．各バス事業者

それぞれの独自形式でデータを入手したあとに，各乗換案

内サービス事業者において，乗換案内に適したフォーマッ

トに変換したり入力し直したりしている．この方法は乗換

案内サービス事業者に大きな負担が掛かるため，乗換検索

に対応する路線バス事業者は現在においても一部のみと
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なっている．

日本における公共交通オープンデータの推進組織として，

2013年に設立された東洋大学坂村健教授を会長とする「公

共交通オープンデータ協議会」が知られている [9]．協議会

の会員として，JR東日本や東京メトロ，東急や小田急な

ど首都圏の主要公共交通事業者，富士通や NECなどのシ

ステムベンダなどが参加する他．国土交通省や総務省，東

京都などがオブザーバ参加している．2018年には，首都圏

の鉄道やバスなど主要な公共交通事業者を集めた「東京公

共交通オープンデータチャレンジ」を開催するなど，特に

首都圏の公共交通データ整備に力を注いで活動している．

私たちは，日本のこの状況を 2つの点で問題だと考えて

いる．ひとつは，データの入手にコストが掛かるために，

公共交通分野における IT分野からの新しい挑戦が起こり

にくいことである．世界的には，鉄道やバス，タクシーや

ライドシェア，シェアサイクルなど様々な交通手段を自在

に組み合わせて，ドア toドアの交通サービスを各ユーザ

にオーダーメイド提供する，Mobility as a Service (MaaS)

の研究開発が注目されている．利用者は，単一のスマート

フォンアプリから交通モードを越えて一気に検索，予約，

切符の購入などが実現でき，全体として最適な交通サービ

スを享受できる．提供者にとっても，各交通手段の適性や

容量などを考慮しながら組み合わせることができ，交通に

おいて部分最適に陥らず，全体最適を追求できる．このよ

うな新しいモビリティサービスの開発には交通データへの

アクセスが必須であり，交通分野における産業振興のため

にもオープンデータの推進が必要だと考えている．

もう一つは，地方における公共交通の維持である．自家

用車が普及した現在でも，公共交通は高齢者や学生などに

とって大事な移動手段であるが，過疎化やモータリゼー

ションの進行，近年ではバスドライバーの人手不足により，

特に地方において十分な公共交通サービスが提供されてい

るとは言えない．利用者が少ない公共交通サービスの維持

は困難だが，公共交通オープンデータの推進により乗換案

内サービスにおける地方の路線バスの情報提供を行うこと

で，中高生や来街者，外国人など，公共交通をこれまでほ

とんど利用したことのない人へアピールが可能になる．現

在の公共交通データ流通の仕組みの中では，コストに見合

わないため後回しになりがちな地方公共交通の情報発信の

推進のために，公共交通オープンデータが重要な手段にな

ると考えている．

4. 筆者による公共交通オープンデータ推進
活動

4.1 2014年度: OpenTrans.itの研究開発

私たちは，公共交通オープンデータ推進活動を 2014年度

に始めた．この年，静岡県や静岡県内の 3市，地域の IT事

業者らとともにOpenTrans.it（オープントランジット）と

呼ぶ公共交通オープンデータ配信基盤を共同開発し，静岡

県のコミュニティバスのオープンデータ化を実現した [10]．

OpenTrans.itは公共交通の路線図や駅やバス停の位置，時

刻表データなどをブラウザ上で入力することで，インター

ネット上で静的な公共交通データを配信できるWebサー

ビスである．また，バス車両に備え付けるスマートフォン

によるバスロケーションシステムを同時に開発し，乗降セ

ンサと組み合わせることで，バスの走行位置や乗車人数

などもリアルタイムに収集，配信する機能を有している．

OpenTrans.itにおけるデータの配信においては，時刻表な

どの静的データは GTFSフォーマット，バスロケーショ

ンの動的データは GTFS realtimeというデファクトスタ

ンダードである形式を採用し，このフォーマットの日本に

おける有用性も評価した．本システムの開発や実証実験は

2015年 3月末で一旦終了したが，現在も静岡県内自治体の

コミュニティバスのオープンデータ配信を続けている．

4.2 2015年度: 学会やインターネット，イベント開催な

どを通した普及活動

2014年度の実験以降，私は公共公共交通オープンデー

タの推進を，交通事業者や自治体，国土交通省などに対し

て，学会や交通イベントでの発表などを通して行うように

なる．土木・交通分野での学会発表や公共交通利用促進を

訴えるイベント，シビックテックイベントなどに登壇し，

OpenTrans.itの成果やビジョンを紹介し，公共交通オープ

ンデータを実現する意義を訴えた．発表資料はほとんどイ

ンターネット上に公開し，海外の公共交通オープンデータ

の動向を紹介するWeb記事を投稿するなどインターネッ

ト上での情報発信も積極的に行った．

土木，交通分野は，情報分野と比べて産官学の連携が強

く，大学だけでなく実務者についても学会に積極的に参加

し情報交換をする状況がある．学会には，地域の公共交通

に関する協議会にかかわっている全国の地方大学の教員や

交通コンサルタントも多く参加する．また，公共交通の利

用促進などを目指した，産官学の交流の場となるイベント

も多い．このため，交通分野のイベントに積極的に参加し

情報発信を行ったことは従来より公共交通の制度設計や利

用促進に関わる専門家や学識経験者，事業者などへの情報

発信に大きな意味があったと考えている．

また，自身でも「交通ジオメディアサミット ～ IT ×公

共交通 2020年とその先の未来を考える～」と題したシン

ポジウムを企画し，2016年 2月に東京大学生産技術研究

所において 200名近い参加者を集めて開催した．企画にお

いては交通の専門家だけでなく ITの専門家も参加する交

通イベントを目指し，講演者として国土交通省，乗換案内

サービス事業者 3社，交通事業者，有志によるバスデータ

整備関係者など公的な立場の講演者から趣味に近い講演者

まで幅広く集め，議論の場を設定した．このシンポジウム
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でも，路線バスのデータの収集については大きなテーマと

なった．特に地方では，検索が出来ず，バス事業者の中で

もデータが分散しており，データ整備が困難である状況，

公共交通の詳細な利用状況を捉えた交通ビッグデータ分析

が交通サービス改善につながる可能性などが示され，交通

事業者と利用者とが相互に情報を流通させることで，公共

交通を進化させてゆく未来像を提示した．

4.3 2016年度: 国土交通省におけるデータフォーマット

標準策定

2016年度には，私が検討会の座長として関わる形で．国

土交通省総合政策局公共交通政策部交通計画課が「標準

的なバス情報フォーマット [11]」を策定した．このフォー

マットは，インターネットの経路検索サービスへの対応が

進んでいない小規模のバス事業者や自治体のコミュニティ

バスなどを対象に，データの流通を促すための施策であり，

バス事業者が標準的なバス情報フォーマットでデータを整

備することで，経路検索サービスにおけるデータ整備を促

すことを目指している．

本フォーマットを議論するための検討会が，2016年 12

月より国土交通省によって開催された．この検討会は，私

を座長とし，国交省の担当室長のほか，国内の主要な乗換

案内サービス事業者やバスダイヤシステムを開発する企

業，日本バス協会などが委員となり 3回にわたって開催さ

れた．またこのほかに，ワーキンググループと称して各関

係者でバスデータを扱う企業などからエンジニアを集め，

データフォーマットの子細を検討する会を東京大学で開催

した．こうした検討を経て，2017年 3月に「「標準的なバ

ス情報フォーマット」解説（初版）」[11]と題する 51ペー

ジの資料が公開された．ライバルでもあるこれらの企業が

一堂に会してひとつのフォーマットに合意したのは，地域

公共交通データの流通の担い手側の環境整備として，重要

な一歩である．

ここで策定した標準的なバス情報フォーマットは，GTFS

をベースに日本独自の項目などを追加したものであり，本

フォーマットで整備されたデータは，GTFS形式のデータ

として扱える互換性がある．公開した解説書は，GTFSの

各項目について日本の路線バスをどう表現するかを実例を

交えて解説するものとなっている．GTFSは，世界中の，

鉄道やフェリーなど様々な交通手段を汎用的に表現出来る

フォーマットであり，Googleが公開していたデータ仕様

書だけでは，日本の路線バス時刻表を表現する具体的なや

り方がイメージしづらかった．そのため，日本の路線バス

に特化した GTFSの解説書としても意義があると考えて

いる．

一方で，路線バスの運賃や，平日と休日だけでなく学校

や様々な地域行事で複雑に変わる運行パターンの表現など

は，ワーキンググループで検討を重ねたものの，あらゆる

場合を十分に表現出来るとは言えず，実際に運用しながら

問題に対応してゆこうという考え方でフォーマット策定を

行っている．そもそも，フォーマットが決まるだけでデー

タ整備を目指した活動が進むわけではない．次年度以降

に，この取り組みをどう継続し発展させてゆけるかが引き

続き重要になっている．

4.4 2017年度: 全国の自治体，公共交通事業者への普及

活動

年度末に発表した「標準的なバス情報フォーマット」は，

翌 2017年度に多くの事業者や自治体，IT開発者などから

注目を集めることとなり，私自身もフォーマットの普及を

目指した講演やイベントの開催などを数多く行うことに

なった．全国の自治体，市民団体，交通事業者やその関係

者，学術団体などから声を掛けて頂き，この 1年だけで 20

件を越える講演を行っている．多くの場合で，地方におい

てオープンデータの普及や公共交通の利用促進活動などを

手がける関係者や団体からの声かけであり，直面している

公共交通の衰退という問題に対する実現可能で効果的な解

を求めてオープンデータに興味を持っていた．「どのよう

にしたら Google Mapsに地域の公共交通データを掲載で

きるか」という問いが主であり，この点においては，標準

的なバス情報フォーマットを策定した狙いが広く届いたこ

とを実感できた．

また，本フォーマットの普及を目指すエンジニアや研究

者などとともに「標準的なバス情報フォーマット広め隊」と

名乗り，連携を深めながら技術的な議論やイベントのオー

ガナイズなどを行う機会も増えた．半年間の技術的蓄積を

元にフォーマットの次期版についてついて議論する「「標

準的なバス情報フォーマット」相互運用性の向上に向けて

の勉強会」を 9月に開催したほか，本フォーマットに基づ

いたデータを出力できるツールの勉強会「ダイヤ編成シス

テム「その筋屋」勉強会」を開催したり，第 15回全国バス

マップサミット in やまなしにおいて「公共交通とオープ

ンデータ～山梨にはデータがある！～」と題したセッショ

ンを共同開催するなど，関係者に広くオープンデータを周

知する活動を進めた．2018年 3月には「公共交通オープン

データ最前線 in インターナショナルオープンデータデイ

2018」と題した総決算にあたるイベントを開催し，この年

公共交通オープンデータの促進に関わった 21名が登壇す

るイベントを開催し，180名の参加者とともに全国におけ

る公共交通オープンデータの拡がりを俯瞰した．

5. 活動の波及効果

5.1 全国におけるデータ整備の実現

公共交通オープンデータの推進活動において，私自身が

データ整備を手がけているわけではない．しかし，情報提

供などがきっかけとなりオープンデータ整備が進んだ地域
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図 1 2018 年度初頭における公共交通オープンデータ整備状況

が数多くある．図 1に，2018年度初頭における全国にお

ける公共交通オープンデータ整備状況を示す．一部では既

にデータ提供が進んでおり，一部ではデータ整備が今年度

の事業として開始されている．多くの地域に置いて，地域

の IT事業者や交通事業者，大学などによって公共交通の

利用促進を目的としてデータ整備が行われており，Google

Mapsへのデータ提供などが積極的に進められている．こ

こに示した以外でも，地域のシビックテック団体や交通事

業者などが多数公共交通データ整備に関心を持っており，

データ整備プロジェクトを始めている．今後，こうした団

体によるデータ公開が進むことで，さらにデータ整備が進

むことが期待できる．

5.2 データ整備ツールの開発

「標準的なバス情報フォーマット」に準拠したデータを

出力するデータ整備ツールの開発が進んだ．作成がフォー

マットは比較的容易な CSVファイルを基礎としており，

手打ちでの作成も可能ではある．しかし，正確なデータを

ダイヤ改正のたびに事前に作成し，経路検索サービス事業

者などに届けるためには，本フォーマットの出力が行える

業務ツールの導入が現実的である．本フォーマットの公開

後，フリーで配布されているソフトウェアとして，以下の

ツールが開発された．また，商用のダイヤ編成システムに

おいても本フォーマットへの対応が進んでいる．

その筋屋（開発：高野孝一氏）

宇野バスとのコラボレーションで開発され，フリーソフ

トとして公開されているダイヤ編成システムであり，同種

の商用ソフトに負けない機能や実用性を備えていることか

ら，採用するバス事業者が増え始めている．本システムの

機能として「標準的なバス情報フォーマット」への出力機

能や検証機能が追加された．出力したデータの乗換案内へ

の提供実績も豊富であり，高度な業務知識が必要ではある

が信頼性の高いツールとなっている．

標準的なバス情報フォーマット出力ツール（開発：西沢

明氏）

公共交通の時刻表を登録する Excelシートであり，マク

ロによって「標準的なバス情報フォーマット」による出力

を可能にしている．一般的な Excel上で表形式で時刻表を

打ち込むだけという手軽さから広く用いられ始めており，

各地のコミュニティバスデータの作成など全国で事業者自

身や有志によるデータ整備の際に用いられている．

共通入力フォーマット（開発：伊藤浩之氏）

当初は三重県内のコミュニティバスのデータ整備のた

めに開発された Excelシートであり，自治体職員自身でも
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データ入力が出来るという実績と，「その筋屋」に取り込み

標準的なバス情報フォーマットへ出力出来る機能とを備え

ている．

5.3 県単位でのオープンデータプロジェクトの推進

2018年度までに，私たちの知る限り 4県において，県を

中心とする公共交通オープンデータの推進プロジェクトの

開始という形に結実した．2017年度から実施している佐

賀県，2018年度からはじめた群馬県，富山県，沖縄県が，

それぞれ県内のバスを中心とする公共交通事業者に呼び掛

けオープンデータの整備に乗り出している．この中でも，

富山県においては Code for Toyama Cityなどを中心とす

る地域のシビックテック団体がまず始めにデータ整備に興

味を示し，県を巻き込みながらデータ整備プロジェクトを

立ち上げた経緯があり，プロジェクトの実施においてもシ

ビックテック団体にも重要な役割を期待している．2018

年度は，各県でそれぞれ異なった体制でデータ整備事業に

乗り出しているが，それぞれの情報交換を促進しながらベ

ストプラクティスを作り出していく支援が必要だと考えて

いる．

6. おわりに

本稿では，公共交通オープンデータの推進に関わる私た

ちの活動とともに，その波及効果などを紹介しながら，日

本における公共交通オープンデータの最新状況を俯瞰し

た．2014年度当初は小さな研究活動として開始した公共

交通オープンデータの推進活動は，現在では多くの人を巻

き込み，それぞれの地域や事業領域の中でそれぞれの目標

を持って活動するいわばムーブメントとなるまで拡がって

いる．その過程で国土交通省によるフォーマットの標準化

や有志によるツールの開発などが行われ，データ整備に関

するツールやベストプラクティスが急速に整備されている

状況である．事業者や自治体によるオープンデータ整備事

業も各地で開始され，データ整備や公開が進んでいる．

公共交通は，地域の屋台骨として伝統的に重要な役割を

担っていたが，モータリゼーションや過疎化などによりそ

の役割が小さくなり，各地で縮小が進んできていた．しか

し現在，自動運転技術の発展や MaaS への注目など，IT

によって公共交通の役割が再定義されはじめており，既存

の公共交通事業者が無理なく次世代の公共交通へと発展す

るためにも，ITベンチャーなどが次世代の公共交通を考

える素材としても公共交通オープンデータの整備が重要

になっている．公共交通オープンデータは，現在のところ

「Google Mapsへ掲載される」というようなわかり易い目

標で進められているが，面的なデータ整備を進めながら，

データに基づく公共交通の進化が進むよう，引き続き注力

していきたいと考えている．
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